
様式第１号 

令和５年度 部の運営方針管理書 

部  局  名  市民生活部  

部 局 長 名 海老原  郁夫  

部の運営方針  
〇激甚化する自然災害や新たな感染症など、市民の生命、身体及び財産に危険が及ぶ非常事態に迅速に対応できるよ

う、国・県・関係機関からの情報収集及び適切な情報伝達に努めるとともに、防災体制の整備と危機管理体制の強

化に取り組みます。  

・県や市、各防災機関が連携し救出救助や、自主防災組織を中心とした避難所運営などの実践的な訓練のほか、減災  

への備えや発災時の心得などを啓発し、自助・共助・公助の相互の繋がりを強化し、地域の防災力向上を図るため、

第４４回九都県市合同防災訓練を実施します。  

・防災リーダーなどの人材育成を推進し、防災・減災情報の積極的な提供を行うことにより、市民の防災意識の向上

を図り、自主防災組織の設置を自治会に働きかけます。また、防災力の向上を図るため、地域防災計画に基づく防

災関連設備及び非常用備蓄品の計画的な整備に取り組みます。  

・安全な避難行動に向けた周知活動に取り組むとともに、自治会・自主防災組織を中心に自助・共助の体制強化と地

域防災力の向上を図ります。  

・災害時における要配慮者に対する支援方策を整備していくとともに、支援体制の強化を図ります。  

〇市民の防犯意識や地域防犯力の向上を図りながら、警察署等と連携し、犯罪の起こりにくい環境づくりに努めます。

また、地域での防犯パトロール等自主的な防犯活動への支援を行います。  

〇「空家等対策計画」に基づき、適切な管理が行われていない空家等の対策に取り組みます。  

〇地域コミュニティ活性化の推進  

・地域活動の拠点となるコミュニティ施設の活用の充実を図るとともに、地域の様々な主体が連携する地域会議を通

してコミュニティ活性化を推進します。  

・地域住民の相互の交流・親睦が図れるように、自治会やまちづくり協議会の取り組みを支援します。  

〇市民公益活動の推進  

・「市民公益活動支援指針」に基づく推進施策に取り組み、市民が主体的に取り組む市民公益活動を支援します。  

〇総合窓口では「歩かせない・待たせない・迷わせない」を目標に、来庁者へのサービス向上と個人情報保護の徹底

を図り、戸籍簿及び住民基本台帳等を適正に維持管理します。  

〇増加が見込まれるマイナンバーカードの申請、交付に対応するため、休日開庁や出張申請等のサービスを継続して

行います。また、令和５年７月より戸籍証明のコンビニ交付も開始することから、マイナンバーカードの利活用を

周知するとともに、カードの申請、交付を円滑に進めていきます。  



様式第２号

： 市民生活部　市民課

１．課の目標（部の運営方針に基づいた取組方針）

２．課の目標への取組結果

３．取組結果に対する評価（所管する事務事業の結果を踏まえた評価）

４．今後の展開（改善や見直しが必要な点、事業など）

令和５年度

課の目標管理書

1.総合窓口の運用

　市民課窓口に来られた方の住民異動に伴う、他課の手続きを一つの窓口で行います。市内７ヵ所

のサービスセンターでも同様に行い、市民に寄り添った親切な対応を行います。

2.戸籍簿及び住民基本台帳の維持管理、マイナンバーカードの交付

　戸籍簿及び住民基本台帳の維持管理業務では、個人情報の管理を徹底し正確な事務処理を行いま

す。

　マイナンバーカードの交付では、全ての市民がマイナンバーカードを取得できるよう、休日開庁

や出張申請を継続するとともに、マイナンバーカードの利活用についても周知し、カードの申請、

交付を円滑に進めていきます。

3.住居表示の維持管理業務

　住居表示維持管理業務では、住居表示街区案内板の維持管理や重複住所の解消に努めていきま

す。

4.旅券業務

　パスポート窓口では、適正な運営を行い市民の利便性の向上に努めます。また、令和５年３月か

ら実施されたパスポート申請の電子化についても準備を進めていきます。

5.窓口業務の委託化検討

　本庁市民課窓口や行政サービスセンターにおける窓口業務委託については、業務内容や委託範囲

などを精査し、業務委託に向けた検討を進めていきます。

課長 部長

課 名



様式第２号

： 市民生活部　市民協働推進課

１．課の目標（部の運営方針に基づいた取組方針）

２．課の目標への取組結果

３．取組結果に対する評価（所管する事務事業の結果を踏まえた評価）

４．今後の展開（改善や見直しが必要な点、事業など）

令和５年度

課の目標管理書

〇地域コミュニティ活性化の推進

●近隣・市民センターが快適に利用できるよう適切な維持管理を行います。また地域内での連携や

協力を進めるため地域会議の支援や地域活動の情報を発信していきます。

●まちづくり協議会のコミュニティ活動の情報発信、自治会活動への助成金、集会所の維持管理や

自治会等によるAEDの設置への補助金交付など、地域の活動を支援します。

〇市民公益活動の推進

●市民公益活動支援指針に基づき、活動への参加者を増やす地域コーディネーターの育成、情報発

信や交流機会を提供していきます。また財政的な支援の充実を図ります。

課長 部長

課 名



１．事業概要

指

指

指

２．事業費と財源内訳（Plan＆Do） (千円）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

5 5

実績値

目標値

様式第４号

自治会集会所整備事業

市民プラザ空調設備更新工事

近隣センターの老朽化対策

まちづくり協議会への近隣センター施設運営

市民・近隣センター等施設維持管理

市民プラザの施設運営

地域コミュニティ活性化の推進

自治会等自動体外式除細動器設置補助金

基本計画における

位置づけ

基本施策名 市民とともにつくる協働によるまちづくり

施策の展開内容 市民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任を分担しながら、協働によるまちづくりを進めます。

事業名及び

担当部署等

事務事業名 地域コミュニティ活性化の推進

担当部署名 市民生活部　市民協働推進課

国庫支出金 県支出金 地方債 他特定財源 一般財源

総事業費

（a+b）

財源内訳

継続費設定事業

債務負担行為設定事業 我孫子市民プラザ指定管理委託　R3～R6年度　109,723千円、近隣センター換気設備更新工事　R5年度　49,390千円

33,820 3.80

年度 区分
事業費

（a）

人件費（b）

正職員 （人工） 会計年度任用職員 （人工）

27,304 313,6310 0 129,600

令和４年度 決算見込額 327,586 31,695 3.90 3,402 1.12 362,683

4,056 1.53 470,535

0 0 56,100 33,889 272,694

令和３年度 決算額 432,659

令和５年度

当初予算額 474,524 31,695 3.90 96,503 364,648

補正後予算額 － － － － － － －

3,532 1.10 509,751 0 0 48,600

－ －

－

－ － － －

－ － －

決算額 － － － － －

51

地域会議の設置数 地域
目標値 6 6 6 7 7

実績値

51 52 55

実績値 32.5 未確定

令和６年度 令和９年度

補助金申請の交付率 %
目標値 100 100 100 100

単位 区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

100

内容

50

実績値

目標値

まちづくり協議会主催事業実施率 %
目標値 100 100 100

未確定80実績値

市民プラザ有料室稼働率 %
目標値

100 100

指標

種別

活動

指標

活動

指標

成果

指標

成果

指標

　

事務事業評価表令和５年度

実績値

実績値

目標値

900事業コード：

事務事業の目的・概要

・自治会やまちづくり協議会、地区社会福祉協議会、市民活動団体、事業者などのさまざまな主体と連携する仕組みを通して

コミュニティの活性化に取り組みます。

・近隣センターなど、地域活動の拠点となるコミュニティ施設の活用を充実させることで地域の活性化に取り組みます。

・自治会が地域のさまざまな課題解決に取り組み、地域住民相互の交流・親睦が図れるよう、活動を支援します。

関連する市の計画等

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

自治会活動助成事業

100 100



１．事業概要

２．事業費と財源内訳（Plan＆Do） (千円）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

継続費設定事業

債務負担行為設定事業 あびこ市民活動ステーション指定管理委託　R2～R6年度　97,541千円

内容

指標

種別

活動

指標

活動

指標

活動

指標

成果

指標

　

一定期間補助金交付後、引き続いて

再申請しない団体数

財源内訳

令和３年度 決算額 23,471 13,884 1.56 2,822 1.22

基本計画における

位置づけ

基本施策名 市民とともにつくる協働によるまちづくり

施策の展開内容 市民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任を分担しながら、協働によるまちづくりを進めます。

事務事業の目的・概要

・学生など若い世代が市民公益活動に参加するための効果的なアプローチ手法を検討するなど、市民公益活動への参加を促し

担い手づくりに取り組むとともに、あびこ市民活動ステーションで実施するイベントや担い手対策事業などを通して市民公益

活動を支援します。

・市民公益活動への理解促進を図るため、若い世代や子育て世代、高齢者など、各年代に応じた情報発信を実施します。

・市民活動団体が自立した活動を行えるよう、支援していきます。

様式第４号 令和５年度 事務事業評価表 事業コード： 901

事業名及び

担当部署等

事務事業名 市民公益活動の推進

担当部署名 市民生活部　市民協働推進課

市民公益活動補償制度の運用

地域コーディネーター育成事業

関連する市の計画等

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

公募補助金制度の運用

市民活動ステーションの管理

市民公益活動に関する情報発信

市民公益活動の担い手を増やすための取組

正職員 （人工） 会計年度任用職員 （人工）

40,177 0 0 0 0 40,177

地方債 他特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金

令和４年度 決算見込額 19,997 12,430

年度 区分
事業費

（a）

人件費（b） 総事業費

（a+b）

1.40 1,188 33,6150.42 33,615 0 0 0 0

－ －

－ －

決算額 － － － － －

当初予算額 21,978 12,430 1.40 1,235 0.40 35,643 0

補正後予算額 － － － － － － － － －

0 0 0 35,643

－ － － －

令和５年度

団体
目標値 3 2 2 2 2

実績値 1 1

令和６年度 令和９年度単位 区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

145 150

実績値 131 未確定

市民、市民活動団体に対して情報を

発信した件数
件

目標値 75 135 140

100 100

実績値 100 100

補償割合（補償件数（支払い件数）/

申請件数×100）
％

目標値 100 100 100

55 60

実績値 117 未確定

担い手対策事業を通して活動を始め

た人の人数
人

目標値 40 45 50

実績値

目標値

実績値

実績値

目標値

目標値



様式第２号

： 市民生活部　市民安全課

１．課の目標（部の運営方針に基づいた取組方針）

２．課の目標への取組結果

３．取組結果に対する評価（所管する事務事業の結果を踏まえた評価）

４．今後の展開（改善や見直しが必要な点、事業など）

令和５年度

課の目標管理書

・激甚化する自然災害や新たな感染症など、市民の生命、身体及び財産に危険が及ぶ非常事態に迅速に対応で

きるよう、市からの緊急連絡を迅速に伝えるため、１つの端末から、防災行政無線、メール配信サービス、

ホームページ、ツイッター、フェイスブック、ＬＩＮＥへの一斉配信が行える「防災行政無線多メディア一斉

配信システム」を運用し、迅速に正確な情報を市民へ伝えていきます。

・自治会等が行う防災訓練への助成や備蓄品の提供を通して、自主防災組織の活動を支援し、自助、共助への

意識向上を図ります。

・第44回九都県市合同防災訓練など各種訓練の実施により、関係機関との連携強化と防災に対する啓発活動を

行います。

・「避難行動要支援者避難支援計画」に基づく、「避難行動要支援者名簿」の自治会等への提供に取り組みま

す。

・犯罪のない安全で安心なまちを実現するため、防犯協議会や自治会、警察等関係団体との連携を強化し、地

域防犯力向上に努めます。

・空家対策として、特別措置法に基づく措置を適切に講ずると共に、適切に管理されていない空家等の所有者

等に対し、適切な管理を促すとともに、空家等に対する管理意識の醸成に努めます。

課長 部長

課 名



１．事業概要

２．事業費と財源内訳（Plan＆Do） (千円）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

継続費設定事業

債務負担行為設定事業

150事業コード：

事務事業の目的・概要
さまざまな自然災害や新たな感染症など市民の生命・身体及び財産に危険が及ぶ非常事態に迅速に対応できるよう、適切な情

報伝達に努めるとともに、市民や関係機関と連携し、防災体制の整備と危機管理体制の強化に取り組みます。

関連する市の計画等 我孫子市地域防災計画、我孫子市国土強靭化地域計画、我孫子市ハザードマップ、我孫子市避難行動要支援者避難支援計画

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

防災無線（固定系・移動系・地震計、J-ALERT）保守点検

100 100

90,000

実績値

指標

種別

活動

指標

活動

指標

活動

指標

目標値

事務事業評価表令和５年度

実績値

実績値

％

目標値

目標値 100 100 100

8085実績値

目標値

令和６年度 令和９年度

備蓄食糧数 食
目標値 120,000 90,000 90,000 90,000

134,000

内容

実績値

安否確認・参集メールの登録率

回
目標値

139,000

単位 区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2 2 2 2 2

実績値 2 2

防災行政無線システム機器点検実施

回数

－ － －

令和５年度

当初予算額 38,551 14,000 1.60

－

－ － －

決算額 － － － － － － －

0 43,402

補正後予算額 － － － － － － －

551 0.30 53,102 0 0 9,700

－

264 43,0800 2,165

令和４年度 決算見込額 41,247 14,000 1.60 551 0.30 55,798

493 0.30 45,509 0

14,205 5,638 0 0 35,955

令和３年度 決算額 33,371 11,645 1.00

年度 区分
事業費

（a）

人件費（b）

正職員 （人工） 会計年度任用職員 （人工）

事務事業名 災害予防・初動対策事業

担当部署名 市民生活部　市民安全課

国庫支出金 県支出金 地方債 他特定財源 一般財源

総事業費

（a+b）

財源内訳

様式第４号

非常用発電機及び井戸ポンプ自家用電気工作物の保安

行政防災無線多メディア保守点検

避難行動要支援者名簿システムの保守点検

安否確認・参集メールシステムの訓練

災害非常用消耗品の購入

防災備蓄備品購入

雨水浸水防止措置等工事の助成

基本計画における

位置づけ

基本施策名 １－１　防災・減災対策の推進

施策の展開内容

市民や関係団体・機関と連携し、防災・減災に対する意識の向上と自助・共助・公助の体制強化を図

るとともに、防災体制を整備し、発生した災害には、速やかに対応します。

さまざまな自然災害や新たな感染症など市民の生命・身体及び財産に危険が及ぶ非常事態発生時に迅

速に対応できるよう、適切な情報伝達に努めるとともに、市民や関係機関と連携し、防災体制の整備

及び危機管理体制の強化に取り組みます。

事業名及び

担当部署等

目標値

実績値



１．事業概要

２．事業費と財源内訳（Plan＆Do） (千円）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

継続費設定事業

債務負担行為設定事業

目標値

実績値

目標値

実績値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

1 1

実績値 2 1
市民危機管理対策会議の開催 回

目標値 1 1 1

回
目標値 4 4 4 4 4

実績値 3 3

令和６年度 令和９年度単位 区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

－ － － －決算額 － － － － －

5,4480.00 5,448 0 0 0 0

－ － － － － －

0 0 0 5,462

令和５年度

当初予算額 32 5,430 0.60 0 0.00 5,462 0

補正後予算額 － － － － －

－ －

令和４年度 決算見込額 18 5,430

年度 区分
事業費

（a）

人件費（b） 総事業費

（a+b）

0.60 0

財源内訳

令和３年度 決算額 0 2,670 0.30 0 0.00

正職員 （人工） 会計年度任用職員 （人工）

2,670 0 0 0 0 2,670

地方債 他特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金

関連する市の計画等 我孫子市国民保護計画

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

我孫子市市民危機管理対策会議の開催

Jアラート・エムネットの受信訓練

基本計画における

位置づけ

基本施策名 １－１　防災・減災対策の推進

施策の展開内容

市民や関係団体・機関と連携し、防災・減災に対する意識の向上と自助・共助・公助の体制強化を図

るとともに、防災体制を整備し、発生した災害には、速やかに対応します。

さまざまな自然災害や新たな感染症など市民の生命・身体及び財産に危険が及ぶ非常事態発生時に迅

速に対応できるよう、適切な情報伝達に努めるとともに、市民や関係機関と連携し、防災体制の整備

及び危機管理体制の強化に取り組みます。

事務事業の目的・概要

・地震、風水害等の防災対策及び武力攻撃事態等から市民の生命、身体及び財産の安全を確保するため、市民危機管理対策会

議の運営を図る。国民保護法・水防法の推進を図ります。

・消防庁国民保護室や県より平素から周辺国際情勢などの情報を収集し、武力攻撃事態等の有事には、市民に迅速で的確な情

報伝達の強化に取り組みます。

様式第４号 令和５年度 事務事業評価表 事業コード： 155

事業名及び

担当部署等

事務事業名 国民保護計画の推進

担当部署名 市民生活部　市民安全課

内容

指標

種別

活動

指標

活動

指標

Jアラート全国一斉情報伝達訓練の適

正な受信



１．事業概要

指

２．事業費と財源内訳（Plan＆Do） (千円）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

継続費設定事業

債務負担行為設定事業

目標値

実績値

目標値

実績値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

1 1

実績値 1 1
総合防災訓練の実施回数 回

目標値 1 1 1

組織
目標値 136 137 138 139 140

実績値 137 138

令和６年度 令和９年度単位 区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

－ － － －決算額 － － － － －

14,2110.30 14,211 0 0 0 0

－ － － － － －

2,537 0 0 12,484

令和５年度

当初予算額 2,760 11,710 1.40 551 0.30 15,021 0

補正後予算額 － － － － －

－ －

令和４年度 決算見込額 1,950 11,710

年度 区分
事業費

（a）

人件費（b） 総事業費

（a+b）

1.40 551

財源内訳

令和３年度 決算額 3,403 9,355 0.45 493 0.30

正職員 （人工） 会計年度任用職員 （人工）

13,251 0 0 0 0 13,251

地方債 他特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金

関連する市の計画等 我孫子市地域防災計画、我孫子市ハザードマップ

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

自主防災組織育成事業

防災士及び災害救援ボランティアの養成

九都県市合同防災訓練の実施

避難所運営訓練の実施

基本計画における

位置づけ

基本施策名 １－１　防災・減災対策の推進

施策の展開内容

市民や関係団体・機関と連携し、防災・減災に対する意識の向上と自助・共助・公助の体制強化を図

るとともに、防災体制を整備し、発生した災害には、速やかに対応します。

さまざまな自然災害や新たな感染症など市民の生命・身体及び財産に危険が及ぶ非常事態発生時に迅

速に対応できるよう、適切な情報伝達に努めるとともに、市民や関係機関と連携し、防災体制の整備

及び危機管理体制の強化に取り組みます。

事務事業の目的・概要

・防災訓練の実施や防災・減災情報の積極的な提供を行うことにより、市民の防災意識の向上を図ります。

・安全な避難行動に向けた周知活動に取り組むとともに、自治会・自主防災組織を中心に自助・共助の体制強化と地域防災力

の向上を図ります。

様式第４号 令和５年度 事務事業評価表 事業コード： 156

事業名及び

担当部署等

事務事業名 地域防災力の向上

担当部署名 市民生活部　市民安全課

内容

指標

種別

活動

指標

活動

指標

　

　

　

　

　

自主防災組織数



１．事業概要

２．事業費と財源内訳（Plan＆Do） (千円）

３．指標及び実績値（Plan＆Do）

継続費設定事業

債務負担行為設定事業

基本計画における

位置づけ

基本施策名 １－３　防犯対策の推進

施策の展開内容

防犯協議会や地域のボランティア団体、警察などと連携強化を図りながら、特殊詐欺などの身近な犯

罪の情報提供や相談、啓発活動に取り組み、犯罪の起きにくい環境整備を進めます。

また、地域での防犯パトロールなど自主的な防犯活動への支援を行い、市民の防犯意識の向上を図り

ます。

事務事業の目的・概要

・防犯協議会や地域のボランティア団体、警察などと連携を図りながら、特殊詐欺などの身近な犯罪の情報提供や相談、啓発

活動に取り組み、犯罪の起きにくい環境整備を進めます。

・地域での防犯パトロールなど自主的な防犯活動への支援を行い、市民の防犯意識と地域防犯力の向上を図ります。

関連する市の計画等 我孫子市防犯計画、我孫子市空家等対策計画

当該年度

実施事業（Plan）

指：指定事務事業

防犯カメラ設置

我孫子市防犯協議会推進事業

様式第４号 令和５年度 事務事業評価表 事業コード： 175

事業名及び

担当部署等

事務事業名 防犯活動の推進

担当部署名 市民生活部　市民安全課

自主防犯活動の支援

空家対策事業

財源内訳

0 407 0 0 27,706

地方債 他特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金

令和４年度 決算見込額 5,815 16,028

年度 区分
事業費

（a）

人件費（b） 総事業費

（a+b）

1.95 2,779

28,113令和３年度 決算額 9,405 16,028 1.95 2,680 0.80

正職員 （人工） 会計年度任用職員 （人工）

令和５年度

当初予算額 7,796 18,775 2.30 5,557 1.60 32,128 0

補正後予算額 － － － － －

－ －

23,9400.80 24,622 0 682 0 0

－ － － － － －

71 0 0 32,057

－ － － －決算額 － － － － －

件
目標値 50 55 60 65 70

実績値 99 78

令和６年度 令和９年度単位 区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

43
空家等の改善数 件

目標値 55 60 65 70 80

実績値 40

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

目標値

実績値

目標値

実績値

内容

指標

種別

活動

指標

成果

指標

　

　

　

　

　

空家等の情報提供件数


